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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、第116期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

３ 従業員数については、就業人員で記載している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第114期中 第115期中 第116期中 第114期 第115期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 114,223 116,624 128,455 223,474 241,085

経常利益 (百万円) 10,021 8,672 10,159 20,535 28,570

中間(当期)純利益 (百万円) 5,191 2,021 8,229 9,948 15,212

純資産額 (百万円) 122,997 130,957 190,227 125,688 152,303

総資産額 (百万円) 248,352 276,830 310,366 253,821 302,275

１株当たり純資産額 (円) 517.96 551.61 649.88 528.96 628.56

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 21.86 8.51 33.87 41.48 63.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.82 7.89 31.23 37.64 57.46

自己資本比率 (％) 49.5 47.3 55.0 49.5 50.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,525 5,796 18,688 22,405 16,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,311 △16,392 △4,918 △7,454 △23,884

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,712 9,898 △12,576 △10,558 8,972

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 40,205 43,001 48,505 42,666 47,055

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
7,620
(2,896)

8,762
(2,715)

9,507
(2,359)

7,849
(2,825)

8,819
(2,612)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第115期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載していない。 

３ 第115期の１株当たり配当額15円（１株当たり中間配当額５円）には、創立50周年記念配当５円を含んでい

る。 

４ 純資産額の算定に当たり、第116期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用している。 

５ 従業員数については、就業人員で記載している。 

  

回次 第114期中 第115期中 第116期中 第114期 第115期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 52,635 51,969 52,635 103,337 107,185

経常利益 (百万円) 4,383 6,080 4,029 11,209 20,359

中間(当期)純利益 (百万円) 1,912 439 3,120 4,527 8,098

資本金 (百万円) 27,055 27,055 37,143 27,055 28,766

発行済株式総数 (株) 237,673,694 237,673,694 265,852,394 237,673,694 242,454,415

純資産額 (百万円) 103,101 106,154 131,207 105,110 118,734

総資産額 (百万円) 163,436 187,192 202,009 168,264 202,820

１株当たり純資産額 (円) 434.18 447.13 499.62 442.36 489.94

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 8.05 1.85 12.84 18.73 33.68

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 7.48 ― 11.85 17.31 30.67

１株当たり配当額 (円) 5.00 5.00 7.50 10.00 15.00

自己資本比率 (％) 63.1 56.7 65.0 62.5 58.5

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,738
(225)

1,737
(247)

1,708
(293)

1,735
(231)

1,711
(259)



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はない。 

なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの名称を、従来の「回路製品・電子部品材

料」から「回路製品」に変更している。当該変更は事業区分の名称のみの変更であり、属する製品の変

更はない。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

①半導体・表示体材料 

 該当事項はない。 

②回路製品 

 該当事項はない。 

③高機能プラスチック 

 Green Steel España, S.A.については、第１四半期末をもって保有全株式を売却したため、関係会

 社（連結子会社）に該当しなくなった。 

④クオリティオブライフ関連製品 

 該当事項はない。 

⑤その他 

 該当事項はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間における主な関係会社の異動は次のとおりである。 

  除外 

  Green Steel España, S.A.については、第１四半期末をもって保有全株式を売却したため、関係会

  社（連結子会社）に該当しなくなった。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員である。 

３ 「回路製品・電子部品材料」は、当中間連結会計期間から名称を「回路製品」に変更している。なお、当該

変更は事業区分の名称のみの変更であり、属する製品の変更はない。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項等はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体・表示体材料
1,310   ( 363)

回路製品
4,479   ( 209)

高機能プラスチック
1,648 ( 1,066)

クオリティオブライフ関連製品
1,730   ( 655)

その他
78    ( 20)

全社(共通)
262    ( 46)

合計
9,507 ( 2,359)

従業員数(名) 1,708( 293)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間の国内経済は、原油価格が高止まりしたことや米国経済が緩やかに減速したものの、

アジアの好調と欧州の着実な回復を背景に、輸出は底堅く、設備投資も増加し、企業収益の改善により個人

消費も緩やかに増加するなど回復基調で推移した。 

当社を取り巻く環境は、世界的にはデジタル家電の活況が続き、半導体もパソコンの伸び悩みやアジアで

のＩＴ関連の在庫調整が一部に見受けられたが前期からの好調が持続した。一方国内では、携帯電話は前期

後半の勢いをやや失ったが、自動車生産台数と新設住宅着工件数は堅調に推移した。 

このような経営環境の中にあって、当社グループはお客様のイノベーションに役立つ製品・サービスをグ

ローバルに提供することを事業戦略の中核にすえて、マーケティング力とモノづくり力の強化によるコア事

業の収益力の強化拡大に努めてきた。その結果、半導体・表示体材料部門においては、パッケージ材料のお

客様へのトータルソリューション提供戦略が成果を上げたことや回路製品部門と高機能プラスチック部門も

販売が伸張し、当社グループの連結売上高は1,284億55百万円（前年同期比 10.1％増）となった。損益に

ついては、半導体・表示体材料部門や高機能プラスチック部門の利益が増加し、連結営業利益は91億28百万

円（同 12.3％増）となり、連結経常利益も101億59百万円（同 17.2％増）となった。連結中間純利益に

ついては、訴訟関連費用等の特別損失が前年同期と比較して減少したことで、82億29百万円（同 307.1％

増）となった。 

また、当社単独の業績は、売上高526億35百万円（前年同期比 1.3％増）となり、営業利益は35億47百万

円（同 1.0％減）となった。経常利益は40億29百万円（同 33.7％減）、中間純利益は31億20百万円（同

610.1％増）となった。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりである。 

  

①「半導体・表示体材料」部門 

[連結売上高 34,364百万円（前年同期比 12.6％増）、営業利益 8,347百万円（同 24.3％増）] 

  

半導体封止用エポキシ樹脂成形材料は、デジタル家電や車載分野などが好調であったことに加えて、環境

対応材Ｇシリーズの売上が伸長したため売上高は増加した。 

感光性ウェハーコート用液状樹脂、半導体用液状樹脂およびダイボンディング用ペーストは着実に売上高

が増加した。 

半導体実装用キャリアテープは、カバーテープの受注が好調で売上高は増加した。 

半導体チップ接着用テープは、需要の減少から売上高は減少した。 

以上の結果、営業利益は前年同期に比べ16億32百万円増加し、83億47百万円と伸長した。 

  

②「回路製品」部門 

[連結売上高 23,101百万円（前年同期比 19.3％増）、営業損失 964百万円（同 587.1％減）] 

  

フレキシブル・プリント回路は、メーカー各社の能力増強により市場での需給バランスが崩れ、製品価格

が値下がりし、売上高は減少した。 

エポキシ樹脂銅張積層板は、デジタル家電向けの伸張により売上高は増加した。 

フェノール樹脂銅張積層板は、新規顧客の獲得により売上高は大幅に増加した。 

以上の結果、全体として売上高は増加したが、原料価格の高騰も加わり、９億64百万円の営業損失とな

り、前年同期に比べ11億62百万円悪化した。 

  



③「高機能プラスチック」部門 

[連結売上高 32,423百万円（前年同期比 9.1％増）、営業利益 1,598百万円（同 52.8％増）] 

  

フェノール樹脂成形材料は、国内および欧州での自動車部品用途の拡販とアジアでの電子部品用途が好調

であったことで売上高は増加した。 

工業用フェノール樹脂は、欧州地域の需要が好調で、その他の地域も総じて堅調に推移したため、売上高

は増加した。 

精密成形品は、自動車用途は受注が増加したが、光ピックアップ組立品の減少などにより売上高は減少し

た。 

以上の結果、営業利益は前年同期に比べ5億52百万円増加し、15億98百万円と、欧州地域での損益改善な

どで伸長した。 

  

④「クオリティオブライフ関連製品」部門 

[連結売上高 38,076百万円（前年同期比 4.1％増）、営業利益 1,948百万円（同 23.6％増] 

  

医療機器製品は、交換用胃瘻ボタンなどの新製品が寄与し、売上高は増加した。 

ビニル樹脂シートおよび複合シートは、食品用途が伸び悩んだが医療用途と工業用リリース用途の伸張に

より、売上高は増加した。 

筒中プラスチック工業関連製品は、防水関連事業を中心に売上高は増加した。 

メラミン樹脂化粧板・不燃板は、銘木の質感を再現した新製品「デクア」を上市したが、既存品が伸び悩

み、売上高は若干の減少となった。 

鮮度保持フィルム「Ｐ－プラス」は、新規用途の拡大により、売上高は増加した。 

以上の結果、営業利益は前年同期に比べ３億71百万円増加し、19億48百万円と伸長した。 

  

⑤「その他」部門 

[連結売上高 488百万円（前年同期比 10.5％増）、営業利益 145百万円（同 38.4％減）] 

  

営業利益は前年同期に比べ90百万円減少し、１億45百万円となった。 

  

当中間連結会計期間の所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

①日本 

[連結売上高 71,698百万円（前年同期比 1.0％増）、営業利益 6,796百万円（同 17.0％増）] 

  

 半導体封止用エポキシ樹脂成形材料は、環境対応製品が好調であったため売上高は増加した。 

 フレキシブル・プリント回路は市場での需給バランスが崩れ、製品価格が値下がりし、売上高は減少し

た。 

 筒中プラスチック工業関連製品は、防水関連事業を中心に売上高は増加した。 

  

②アジア 

[連結売上高 37,344百万円（前年同期比 31.9％増）、営業利益 4,387百万円（同 9.1％増）] 

  

 シンガポール、中国および台湾で生産している半導体封止用エポキシ樹脂成形材料は、前期からの好調の

持続と環境対応材の売上が伸長したため、売上高は増加した。 

 マレーシアで生産しているフェノール樹脂銅張積層板は、新規顧客の獲得により売上高は大幅に増加し



た。 

 中国マカオで生産しているエポキシ樹脂銅張積層板は、デジタル家電向けの伸張により売上高は増加し

た。 

 シンガポールおよび中国で生産しているフェノール樹脂成形材料は、電子部品用途が好調であったことで

売上高は増加したが、中国で生産している精密成形品は、光ピックアップ組立品の減少などにより売上高は

減少した。 

  

③北米 

[連結売上高 9,785百万円（前年同期比 6.9％増）、営業利益 41百万円（同 31.3％減）] 

  

 米国およびカナダで生産しているフェノール樹脂成形材料および工業用フェノール樹脂は、堅調に推移し

たことで売上高は増加した。 

  

④欧州その他の地域 

[連結売上高 9,626百万円（前年同期比 17.6％増）、営業損失 27百万円（同 89.7％減）] 

  

 ベルギーおよびスペインで生産している工業用フェノール樹脂は需要が好調であったため、売上高は増加

した。 

 ベルギーで生産しているフェノール樹脂成形材料は、自動車部品用途の拡販により売上高は増加した。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から14億50百万円増加し、485億５百

万円となった。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間純利益、減価償却費および仕入債務の増加などによる資金の増加と、売上債権の増加お

よび法人税等の支払などによる資金の減少の結果、186億88百万円の資金の増加となった。前中間連結会計

期間と比べると128億92百万円の増加となった。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

関係会社株式の売却などによる資金の増加があったが、有形固定資産の取得などによる資金の減少によ

り、49億18百万円の資金の流出となった。前中間連結会計期間と比べると114億74百万円の支出の減少とな

った。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

コマーシャル・ペーパーの増加による資金の増加と、転換社債償還資金の預託、自己株式の取得および配

当金の支払などによる資金の減少の結果、125億76百万円の資金の減少となった。前中間連結会計期間と比

べると224億74百万円の資金の減少となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 事業の種類別セグメントのうち「その他」セグメントについては、試験研究の受託、土地の賃貸の事業活動

が主であるため、当中間連結会計期間における生産実績はない。 

４ 「回路製品・電子部品材料」は、当中間連結会計期間から名称を「回路製品」に変更している。なお、当該

変更は事業区分の名称のみの変更であり、属する製品の変更はない。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行わないため、該当事項はない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10

以上の相手先がないため、記載を省略している。 

４ 「回路製品・電子部品材料」は、当中間連結会計期間から名称を「回路製品」に変更している。なお、当該

変更は事業区分の名称のみの変更であり、属する製品の変更はない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

半導体・表示体材料 34,399 21.1

回路製品 22,663 18.3

高機能プラスチック 32,548 8.1

クオリティオブライフ関連製品 26,970 △ 1.4

合計 116,582 11.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体・表示体材料 34,364 12.6

回路製品 23,101 19.3

高機能プラスチック 32,423 9.1

クオリティオブライフ関連製品 38,076 4.1

その他 488 10.5

合計 128,455 10.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、国内では当社の各研究部門および子会社の秋田住友ベーク㈱のメディカ

ル研究部、フレキシブル回路技術部、フレキシブル回路研究部、さらに㈱住ベ生産技術研究所を主体に進め

ている。  

 海外研究拠点としては、ノルボルネン系樹脂を中心に電子材料用機能性樹脂の研究開発を行っている

Promerus LLC（米国）および半導体関連樹脂の研究を行っているSumitomo Bakelite Singapore Pte. Ltd.

のElectronic Device Materials Research Laboratory, Singapore を主体に、国内研究部門と緊密な連携

をとりながらワールドワイドな市場のニーズに対応可能な体制をとっている。 

 当社の研究開発活動は、中長期的視野に立ち新製品およびそれに必要な要素技術の研究を担当する２基礎

研究所（横浜、神戸）、新製品の商品化と市場要求への対応および現製品の改良研究を担当する各製品別８

研究所（情報・通信材料総合研究センターの電子デバイス材料の３研究所、回路材料、成形材料、工業樹

脂、可ソ性樹脂製品の各研究所、高機能硬化性製品開発センター）および３研究開発部（ＡＣＭ製品、秋田

住友ベーク㈱メディカル、秋田住友ベーク㈱フレキシブル回路）、１開発部（Ｐ－プラス）の技術グループ

という体制をとっており、①情報通信（ＩＴ）分野、②高機能プラスチック分野、③クオリティオブライフ

関連製品のコア事業分野を重点にマーケットの動向に即座に対応すべく研究開発活動を進めている。 

 さらに、㈱住ベ生産技術研究所は、工場および研究部門と連携し新規の生産技術研究を担当している。 

 なお、筒中プラスチック工業㈱とは、フィルムシート分野を中心に、シナジー効果を発現すべく共同研究

体制を構築中であり、既に一部テーマにおいて共同開発を行っている。 

 また、産学官連携の先端技術共同開発として進めている各コンソーシアムに参加し、研究開発の推進をは

かっている。「次世代モバイル用表示材料技術研究組合（ＴＲＡＤＩＭ）」では、次世代モバイル用ディス

プレイ基板のプラスチック化を目指して新規部材の開発並びに要素技術の確立に目処をつけた。本年６月か

らは第２フェーズとなる「超フレキシブルディスプレイ部材技術開発」をスタートさせ、これまでの研究成

果をもとにさらなる部材の高集積化並びにロールツーロール方式によるパネル化技術の確立に取り組んでい

く。 

 「次世代半導体材料技術研究組合（ＣＡＳＭＡＴ）」については、65nmノード対応材料の開発（ＣＡＳ－

Ⅰ）が終了し、６月からは第２フェーズとして45nmノード対応材料の開発（ＣＡＳ－Ⅱ）に着手した。ＣＡ

Ｓ－Ⅱでは新規導入装置を用いてＰＫＧ信頼性までの一貫評価を実施していく計画であり、これにより参加

各社の一層の材料開発の促進をはかっていく予定である。 

 平成13年度から独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の「基盤技術促進事業」

として次世代の半導体デバイス用高密度化実装部材のための基盤技術開発のために設立した「次世代高密度

化実装部材基盤技術研究組合（ＪＦＭＡＴ）」については、平成18年３月で委託研究期間を終了した。当社

は誘電率2.8の低誘電率有機層間絶縁材料の開発を担当し、高密度半導体パッケージのモデル基板による信

頼性評価で実用性能を満たすことを確認した。実用化に向けて２年間の継続研究を実施中である。 

 当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は61億68百万円である。なお、この中には当

社の基礎研究所等で行っている基礎研究等費用18億８百万円が含まれている。 



 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの主な研究の概要と成果は次のとおりである。 

  

①半導体・表示体材料 

 半導体封止用エポキシ樹脂成形材料、半導体用液状樹脂、半導体用感光性樹脂および表示基板用材料の開

発に重点的に力を入れている。当中間連結会計期間は、「リードフレーム用／ＢＧＡ用環境対応エポキシ樹

脂封止材料」、「高信頼性環境対応低応力ダイアタッチペースト」、「ワンマスクプロセス用高解像度ポジ

型感光性樹脂」、「ＣＭＯＳイメージセンサー用感光性液状樹脂／フィルム」、「半導体パッケージ基板用

高信頼性ビルドアップ材料」、「半導体パッケージ基板用ロールツーロール生産可能な薄型銅張板」、「新

規薄型ウエハ用ダイシングフィルム」等を開発・上市した。 

 なお、当セグメントにかかる研究開発費は、21億58百万円である。 

  

②回路製品 

 回路基板用各種積層板および電子部品用材料の開発に力を入れている。当中間連結会計期間は、「鉛フリ

ー半田対応低線膨張率高多層基板材料」、「環境対応ハロゲンフリー回路基板材料」、「ビルドアップ用極

薄基板材料」、「スルーホール接続用低抵抗銅ペースト」等を開発・上市した。 

 なお、当セグメントにかかる研究開発費は、３億24百万円である。 

  

③高機能プラスチック 

 高機能成形材料と精密成形技術を基盤技術として、自動車、電機部品用等の産業資材用樹脂、成形材料お

よび成形品の開発を進めている。当中間連結会計期間は、「自動車部品用高寸法精度耐磨耗フェノール樹脂

成形材料」、「電動工具・クリーナーモーターコンミテータ用フェノール樹脂成形材料」、「自動車小型モ

ーターコンミテータ用耐熱フェノール樹脂成形材料」、「ロックウール断熱材用低モノマーフェノール樹

脂」、「液晶ＴＦＴパネル向けフォトレジスト用高感度フェノール樹脂」、「ディスクパッド用環境対応型

低モノマー樹脂」、「タイヤ用環境対応型変性フェノール樹脂」、「ＨＤＤマグネット接着用エポキシ樹

脂」等を開発・上市した。 

 なお、当セグメントにかかる研究開発費は、７億95百万円である。 

  

④クオリティオブライフ関連製品 

 医療機器・用具、医用素材、各種包装用素材および建材分野を中心に開発を進めている。当中間連結会計

期間は、「細胞培養添加物保存容器」、「細胞凝集塊作成用培養容器」、「幹細胞分離用チューブ」、「内

毒素分析用プレート」、「細胞外マトリックス細胞培養器」、「耐ピンホール性のいい食品包装用共押出フ

ィルム」等を開発・上市した。 

 なお、当セグメントにかかる研究開発費は、10億81百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、次のように変更した。 

 
  

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備の完了は次のとおりである。 

 
  

(3) 重要な設備の新設計画等 

該当事項なし。 

(4) 重要な設備の除却等 

該当事項なし。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン 
トの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

九州ベーク
ライト工業
㈱

本社工場
（福岡県直
方市）

半 導 体・
表示体材料

感光性ウェハ
ーコート用液
状樹脂新工場
建設

974 891
親会社か
らの借入

平成17年
３月

平成19年
３月

生産能力
2.1t/月

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン 
トの名称

設備の内容 投資額（百万円）
資金調達
方法

完了年月
完成後の 
増加能力

蘇州住友電
木有限公司

本社工場
（中国）

半 導 体・
表示体材料

半導体封止用
エポキシ樹脂
成形材料製造
設備

591 自己資金 平成18年５月
生産能力 
500t/月 
増加

 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 転換社債の株式転換による増加である。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 265,852,394 265,852,394

東京証券取引所
 市場第一部 
大阪証券取引所 
 市場第一部

―

計 265,852,394 265,852,394 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 
(注)

23,397 265,852 8,376,476 37,143,093 8,376,476 35,358,326



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）１ ゴールドマン・サックス証券株式会社およびその関係会社から平成18年10月13日付（報告義務発生日平成18

年９月30日）で提出された大量保有報告書により、同グループが10,769千株（同報告書上4.38％）保有して

いる旨の報告を受けているが、当社として実質保有状況の確認ができていないので、上記大株主の状況では

考慮していない。 

   ２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社およびその関係会社から平成18年10月６日付

（報告義務発生日平成18年９月30日）で提出された大量保有報告書により、同グループが11,412千株（同報

告書上4.64％）保有している旨の報告を受けているが、当社として実質保有状況の確認ができていないの

で、上記大株主の状況では考慮していない。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川二丁目27番１号 50,412 18.96

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 14,258 5.36

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,839 4.08

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みずほコ

ーポレート銀行 兜町証券決済業

務室）

WOOLGATE  HOUSE.  COLEMAN  STREET  LONDON 

EC2P 2HD. ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

5,131 1.93

ゴールドマン・サックス・インタ

ーナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・ 

サックス証券会社 東京支店)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K. 

（東京都港区六本木六丁目10番１号 六本木

ヒルズ 森タワー）

5,041 1.90

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 5,036 1.89

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社・住友信託退給口
東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,366 1.64

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 4,360 1.64

モルガン・スタンレー・アンド・

カンパニー・インターナショナ

ル・リミテッド 

（常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社 証券管理本部 

オペレーション部門）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON E14 

4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比

寿ガーデンプレイスタワー）

4,353 1.64

メロン バンク エヌエー アズ 

エージェント フォー イッツ 

クライアント メロン オムニバ

ス ユーエス ペンション 

（常任代理人 香港上海銀行東京

支店カストディ業務部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）
3,419 1.29

計 ― 107,217 40.33



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権3個)含まれ

ている。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式913株が含まれている。 

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は株式会社東京証券取引所の市場第一部におけるものである。 

  
  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

  

役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 3,239,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

261,543,000
261,543 ―

単元未満株式
普通株式

1,070,394
― ―

発行済株式総数 265,852,394 ― ―

総株主の議決権 ― 261,543 ―

 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
住友ベークライト株式会社

東京都品川区東品川二丁目
５番８号

3,239,000 ― 3,239,000 1.22

計 ― 3,239,000 ― 3,239,000 1.22

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,076 1,134 1,084 1,075 1,018 977

最低(円) 1,004 1,021 947 927 915 858

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（フレキシブル 
 回路事業部長）

取締役 内村 健 平成18年11月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）および前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）ならびに当中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）および当中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表について、あずさ監査法人により中

間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※５ 45,312 50,926 49,360

 ２ 受取手形 
   及び売掛金

※６ 59,200 66,309 61,347

 ３ たな卸資産 27,701 29,327 28,292

 ４ 繰延税金資産 2,940 2,225 2,571

 ５ その他 9,119 18,617 13,116

 ６ 貸倒引当金 △561 △460 △434

   流動資産合計 143,712 51.9 166,945 53.8 154,253 51.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※５

  (1) 建物及び構築物 38,743 39,022 39,305

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

34,699 35,980 35,939

  (3) 土地 11,628 11,763 11,774

  (4) 建設仮勘定 5,118 4,130 4,625

  (5) その他 2,662 92,852 2,799 93,697 2,657 94,302

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 8,678 ― 8,043

  (2) のれん ― 7,887 ―

  (3) その他 2,294 10,972 3,159 11,047 3,320 11,363

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 19,745 29,711 33,185

  (2) 長期貸付金 1,200 1,195 1,202

  (3) 繰延税金資産 1,585 1,621 1,641

  (4) その他 7,483 6,971 7,144

  (5) 貸倒引当金 △721 29,293 △824 38,676 △817 42,356

   固定資産合計 133,118 48.1 143,421 46.2 148,022 49.0

   資産合計 276,830 100.0 310,366 100.0 302,275 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 
   及び買掛金

※６ 40,891 46,407 43,194

 ２ 短期借入金 ※５ 19,675 11,224 11,862

 ３ 一年以内償還予定 
   転換社債

20,183 ― 16,760

 ４ コマーシャル・ 
   ペーパー

10,000 18,000 11,500

 ５ 未払法人税等 2,066 2,811 3,333

 ６ 賞与引当金 3,214 3,202 2,936

 ７ その他 ※５ 14,226 12,565 12,098

   流動負債合計 110,257 39.8 94,211 30.4 101,685 33.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※５ 491 7,760 8,060

 ２ 繰延税金負債 7,287 10,813 12,590

 ３ 退職給付引当金 5,462 5,797 5,851

 ４ 役員退職引当金 694 53 792

 ５ 環境対策引当金 ― 84 60

 ６ 連結調整勘定 1,411 ― 1,235

 ７ 負ののれん ― 1,112 ―

 ８ その他 149 307 301

   固定負債合計 15,496 5.6 25,927 8.3 28,893 9.6

   負債合計 125,754 45.4 120,139 38.7 130,578 43.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 20,118 7.3 ― ― 19,394 6.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 27,055 9.8 ― ― 28,766 9.5

Ⅱ 資本剰余金 25,271 9.1 ― ― 26,983 8.9

Ⅲ 利益剰余金 74,809 27.0 ― ― 86,820 28.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

4,003 1.5 ― ― 6,769 2.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △19 △0.0 ― ― 3,154 1.1

Ⅵ 自己株式 △163 △0.1 ― ― △189 △0.0

   資本合計 130,957 47.3 ― ― 152,303 50.4

負債、少数株主持
分及び資本合計

276,830 100.0 ― ― 302,275 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 37,143 ―

 ２ 資本剰余金 ― 35,359 ―

 ３ 利益剰余金 ― 92,538 ―

 ４ 自己株式 ― △3,328 ―

   株主資本合計 ― ― 161,712 52.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 4,994 ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― 3,959 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 8,954 2.9 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 19,559 6.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 190,227 61.3 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 310,366 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 116,624 100.0 128,455 100.0 241,085 100.0

Ⅱ 売上原価 84,385 72.4 94,366 73.5 171,423 71.1

  売上総利益 32,239 27.6 34,088 26.5 69,662 28.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 24,107 20.7 24,959 19.4 42,412 17.6

  営業利益 8,132 6.9 9,128 7.1 27,249 11.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 223 511 572

 ２ 受取配当金 232 264 414

 ３ 連結調整勘定 
   償却額

219 ― 441

 ４ 負ののれん償却額 ― 227 ―

 ５ 賃貸料 136 121 260

 ６ 持分法による 
   投資利益

36 ― 198

 ７ 為替差益 223 203 411

 ８ 雑収入 300 1,373 1.2 360 1,687 1.3 690 2,988 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 322 232 660

 ２ 持分法による 
   投資損失

― 120 ―

 ３ たな卸資産処分損 38 73 ―

 ４ 貸与資産諸費用 72 58 137

 ５ 雑損失 399 833 0.7 172 656 0.5 869 1,667 0.7

   経常利益 8,672 7.4 10,159 7.9 28,570 11.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 532 39 546

 ２ 投資有価証券 
   売却益

417 87 421

 ３ 関係会社株式売却益 ― 658 ―

 ４ ゴルフ会員権 
   売却益

10 960 0.8 ― 785 0.6 10 978 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却 
   及び除却損失

※３ 329 135 688

 ２ 投資有価証券 
   評価損失

15 0 114

 ３ 関係会社株式 
   売却損失

― 14 ―

 ４ ゴルフ会員権 
   評価損失

― ― 2

 ５ 事業買収関連費用 24 2 24

 ６ 事業再建関連費用 ― 578 448

 ７ 訴訟関連費用 ※４ 6,293 ― 5,520

 ８ 減損損失 ※５ 1,067 ― 1,067

 ９ 環境対策引当金 
   繰入額

― 7,730 6.6 23 755 0.6 60 7,927 3.3

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,902 1.6 10,189 7.9 21,620 9.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

※６ 1,156 2,307 3,848

   過年度法人税等 ― △405 ―

   法人税等調整額 ※６ △1,341 △185 △0.2 △284 1,617 1.2 2,297 6,146 2.6

   少数株主利益 66 0.1 342 0.3 262 0.1

   中間(当期)純利益 2,021 1.7 8,229 6.4 15,212 6.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 25,270 25,270

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0

 ２ 転換社債の転換による 
   増加高

－ 0 1,711 1,712

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

25,271 26,983

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 74,168 74,168

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 2,021 15,212

 ２ 連結子会社の合併に伴う 
   利益剰余金増加高

59 59

 ３ 連結子会社の増加に伴う 
   利益剰余金増加高

－ 2,080 92 15,364

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,187 2,374

 ２ 役員賞与 100 100

 ３ 連結子会社の減少に 
   伴う利益剰余金減少高

151 212

 ４ 連結子会社の増加に 
   伴う利益剰余金減少高

－ 1,439 24 2,712

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

74,809 86,820



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目である。 

 
  

株主資本 評価・換算差額等
少数 

株主 

持分

純資産 

合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価 
差額金

為替換算 

調整勘定

平成18年３月31日残高 
(百万円)

28,766 26,983 86,820 △189 142,380 6,769 3,154 19,394 171,697

中間連結会計期間中の変動額

 転換社債の転換 8,376 8,376 16,752 16,752

 役員賞与（注） △90 △90 △90

 剰余金の配当（注） △2,421 △2,421 △2,421

 中間純利益 8,229 8,229 8,229

 自己株式の取得 △3,139 △3,139 △3,139

 自己株式の処分 △0 1 1 1

 株主資本以外の項目の中間 
  連結会計期間中の変動額 
 （純額）

△1,774 805 165 △803

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

8,376 8,376 5,717 △3,138 19,332 △1,774 805 165 18,529

平成18年９月30日残高 
(百万円)

37,143 35,359 92,538 △3,328 161,712 4,994 3,959 19,559 190,227



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前中間(当期)
純利益

1,902 10,189 21,620

２ 減価償却費 5,910 6,375 12,344

３ 退職給付引当金の増加額 41 ― 176

４ 前払年金費用の増加額 ― ― △7,683

５ 固定資産売却及び除却損益 △202 96 142

６ 受取利息及び受取配当金 △455 △775 △987

７ 支払利息 322 232 660

８ 投資有価証券売却益 △417 △87 △421

９ 関係会社株式売却益 ― △658 ―

10 ゴルフ会員権売却益 △10 ― ―

11 投資有価証券評価損失 15 ― ―

12 訴訟関連費用 6,293 ― 5,520

13 減損損失 1,067 ― 1,067

14 持分法投資利益 △36 ― ―

15 売上債権の増減額 1,408 △5,001 156

16 たな卸資産の増減額 918 △1,114 1,202

17 その他の流動資産の増加額 △116 △351 △1,560

18 仕入債務の増減額 △452 3,380 1,727

19 その他の流動負債の増減額 △115 1,315 △659

20 その他 △571 40 △530

小計 15,502 13,640 32,776

21 利息及び配当金の受取額 518 905 1,084

22 利息の支払額 △272 △237 △648

23 訴訟関連費用の収支額 △7,382 6,668 △12,460

24 法人税等の支払額 △2,568 △2,288 △3,883

営業活動による 
キャッシュ・フロー

5,796 18,688 16,868



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
１ 有形固定資産の取得
による支出

△5,274 △5,184 △11,029

２ 有形固定資産の売却
による収入

595 131 606

３ 投資有価証券の取得
による支出

△693 △324 △1,736

４ 投資有価証券の売却
による収入

1,316 170 1,344

５ 関係会社株式の売却 
  による収入

― 1,039 ―

６ 連結の範囲の変更を伴う
  子会社株式の取得による支出

△10,801 ― △10,805

７ 連結の範囲の変更を伴う 
  子会社株式の売却による支出

― △4 ―

８ 事業の買収による支出 △24 ― ―

９ 短期貸付金の貸付による支出 △5 △503 ―

10 長期貸付金の貸付による支出 △1,445 ― △1,504

11 長期貸付金の回収による収入 37 ― ―

12 その他 △96 △243 △760

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△16,392 △4,918 △23,884

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増減額 9,302 △734 308

２ コマーシャル・ペーパーの
純増加額

2,000 6,500 3,500

３ 長期借入金の返済による支出 △104 ― ―

４ 長期借入金の借入による収入 ― ― 8,400

５ ファイナンス・リース債務の
返済による支出

△13 ― ―

６ 配当金の支払額 △1,187 △2,421 △2,374

７ 少数株主への配当金の支払額 △118 △103 △585

８ 自己株式の取得による支出 ― △3,139 ―

９ 転換社債償還資金の預託 
  による支出

― △12,349 ―

10 その他 20 △328 △276

財務活動による 
キャッシュ・フロー

9,898 △12,576 8,972

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

928 256 2,025

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 231 1,450 3,980

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 42,666 47,055 42,666

連結子会社合併に伴う現金 
及び現金同等物増加額

114 ― 114

連結子会社増加に伴う現金 
及び現金同等物増加額

― ― 441

連結子会社減少に伴う現金 
及び現金同等物減少額

△11 ― △149

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 43,001 48,505 47,055



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 45社

  主要な連結子会社の名称

秋田住友ベーク㈱

筒中プラスチック工業㈱

Sumitomo Bakelite Singapore

Pte. Ltd.

蘇州住友電木有限公司

SNC Industrial Laminates Sdn. 

Bhd.

Durez Corporation

N.V. Sumitomo Bakelite Europe 

S.A.

台湾住友培科股份有限公司

 Vyncolit N.V.およびVyncolit 

North America, Inc.は、買収に

より当社の子会社となったた

め、買収日（４月29日）をもっ

て連結の範囲に含めた。 

 Sumitomo  Bakelite  Europe 

B.V.は重要性が低下したため、

当中間連結会計期間の期首をも

って連結の範囲から除外した。

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 44社

  主要な連結子会社の名称

秋田住友ベーク㈱

筒中プラスチック工業㈱

Sumitomo Bakelite Singapore

Pte. Ltd.

蘇州住友電木有限公司

SNC Industrial Laminates Sdn. 

Bhd.

Durez Corporation

N.V. Sumitomo Bakelite Europe 

S.A.

台湾住友培科股份有限公司

 Green Steel España, S.A.は
保有全株式を売却したため、第

１四半期末をもって連結の範囲

から除外した。

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 45社

  主要な連結子会社の名称

秋田住友ベーク㈱

筒中プラスチック工業㈱

Sumitomo Bakelite Singapore

Pte. Ltd.

蘇州住友電木有限公司

SNC Industrial Laminates Sdn. 

Bhd.

Durez Corporation

N.V. Sumitomo Bakelite Europe 

S.A.

台湾住友培科股份有限公司

 Vyncolit  North  America, 

Inc.（現  Sumitomo  Bakelite 

North  America,  Inc.）および

Vyncolit N.V.は、買収により当

社の子会社となったため、買収

日（平成17年４月29日）をもっ

て連結の範囲に含めた。また、

Sumitomo Bakelite（Thailand）

Co., Ltd.および倍克貿易（上

海）有限公司は重要性が増加し

たことにより、SBNA Services, 

Inc.は会社設立により、当連結

会計年度の第４四半期期首をも

って連結の範囲に含めた。 

 Sumitomo  Bakelite  Europe 

B.V.は重要性が低下したため、

当連結会計年度の期首をもって

連結の範囲から除外した。ま

た、住工股份有限公司は、従

来、支配力基準に基づき連結子

会社としてきたが、今般、運営

形態の見直しによって支配の実

態がなくなり子会社に該当しな

くなったため、当連結会計年度

の下期首をもって連結の範囲か

ら 除 外 し た。な お、Fers 

Resins, S.A.U.およびFenocast, 

S.A.U.は平成17年11月２日付け

で 連 結 子 会 社 の Sumitomo 

Bakelite Europe（Barcelona）, 

S.L.U.と合併した。



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2)主要な非連結子会社の名称

㈱住べ生産技術研究所

住ベ情報システム㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社16社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益およ

び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いため除外している。

(2)主要な非連結子会社の名称

㈱住べ生産技術研究所

住ベ情報システム㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社12社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益およ

び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いため除外している。

(2)主要な非連結子会社の名称

  ㈱住べ生産技術研究所

  住ベ情報システム㈱

  連結の範囲から除いた理由

非連結子会社13社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益およ

び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め除外している。

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社数

７社

主要な会社等の名称

日本電解㈱

アプコ㈱

㈱サンベーク

CMK Singapore (Pte.) Ltd.

CMKS (Malaysia) Sdn. Bhd.

P.T. Pamolite Adhesive

Industry

Sumifleland Realty, Inc.

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社数

７社

主要な会社等の名称

日本電解㈱

アプコ㈱

㈱サンベーク

CMK Singapore (Pte.) Ltd.

CMKS (Malaysia) Sdn. Bhd.

P.T. Pamolite Adhesive

Industry

Sumifleland Realty, Inc.

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社数

７社

主要な会社等の名称

日本電解㈱

アプコ㈱

㈱サンベーク

CMK Singapore (Pte.) Ltd.

CMKS (Malaysia) Sdn. Bhd.

P.T. Pamolite Adhesive

Industry

Sumifleland Realty, Inc.

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会社

等の名称

大友化成㈱

日本通信電材㈱

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純利益および利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の範囲から除外し

ている。

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会社

等の名称

大友化成㈱

日本通信電材㈱

持分法を適用しない理由

同左

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会社

等の名称

大友化成㈱

日本通信電材㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益および利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の範囲から除外し

ている。

(3)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認めら

れる事項

持分法の適用により生じた投資

差額は発生原因の分析が困難なた

め、５年間で均等償却(僅少なもの

は発生年度に償却)している。

(3)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認めら

れる事項

同左

(3)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認めら

れる事項

同左

 



   

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日(９月30日)と異

なる会社は、住ベ・筒中テクノ

㈱、Sumitomo Bakelite Singapore 

Pte. Ltd.、蘇州住友電木有限公

司、Sumicarrier Singapore Pte. 

Ltd.、SumiDurez Singapore Pte. 

Ltd.、SNC Industrial Laminates 

Sdn. Bhd.、Rigidtex Sdn. Bhd.、

P.T.  Indopherin  Jaya、  P.T. 

Tsutsunaka Plastic Indonesia、

SB Flex Philippines, Inc.、台湾

住友培科股份有限公司、住工股份

有限公司、倍克精密塑料(上海)有

限公司、住友倍克(香港)有限公

司、倍克精工有限公司、住友倍克

澳門有限公司、Sumitomo Bakelite 

Vietnam  Co.,  Ltd.、SB  Durez 

Holdings,  Inc.、  Sunitomo 

Plastics  America,  Inc.、Durez 

Corporation、Durez Canada Co., 

Ltd.、SumiDurez  Canada  G.P.、

Promerus  LLC、Vyncolit  North 

America, Inc.、 N.V. Sumitomo

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日(９月30日)と異

なる会社は、住ベ・筒中テクノ

㈱、Sumitomo Bakelite Singapore 

Pte. Ltd.、蘇州住友電木有限公

司、  Sumitomo  Bakelite 

(Thailand)  Co.,  Ltd.、

Sumicarrier  Singapore  Pte. 

Ltd.、SumiDurez Singapore Pte. 

Ltd.、SNC Industrial Laminates 

Sdn.  Bhd.、  Rigidtex  Sdn. 

Bhd.、 P.T.  Indopherin  Jaya、 

P.T.  Tsutsunaka  Plastic 

Indonesia、  SB  Flex 

Philippines, Inc.、台湾住友培科

股份有限公司、倍克精密塑料(上

海)有限公司、倍克貿易(上海)有限

公司、住友倍克(香港)有限公司、

倍克精工有限公司、住友倍克澳門

有限公司、  Sumitomo  Bakelite 

Vietnam  Co.,  Ltd.、  Sumitomo 

Bakelite  North  America 

Holdings,  Inc.、  Sumitomo

Plastics America, Inc.、 Durez

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社のうち、決算日が連

結決算日（３月31日）と異なる会

社 は、住 べ・筒 中 テ ク ノ ㈱、

Sumitomo  Bakelite  Singapore 

Pte. Ltd.、蘇州住友電木有限公

司、  Sumitomo  Bakelite 

(Thailand)  Co.,  Ltd.、

Sumicarrier  Singapore  Pte. 

Ltd.、SumiDurez Singapore Pte. 

Ltd.、SNC Industrial Laminates 

Sdn.  Bhd.、  Rigidtex  Sdn. 

Bhd.、 P.T.  Indopherin  Jaya、 

P.T.  Tsutsunaka  Plastic 

Indonesia、  SB  Flex 

Philippines, Inc.、台湾住友培科

股份有限公司、倍克精密塑料(上

海)有限公司、倍克貿易(上海)有限

公司、住友倍克(香港)有限公司、

倍克精工有限公司、住友倍克澳門

有限公司、  Sumitomo  Bakelite 

Vietnam  Co.,  Ltd.、  Sumitomo 

Bakelite  North  America 

Holdings,  Inc.、  Sumitomo 

Plastics America, Inc.、 Durez

Bakelite Europe S.A.、Vyncolit 

N.V.、 Sumitomo Bakelite Europe 

(Barcelona),  S.L.U.、  Fers 

Resins,  S.A.U.、  Fenocast, 

S.A.U.、  Green  Steel  España, 
S.A.(中間決算日６月30日)、㈱サ

ンクストレーディング(中間決算日

７月31日)、筒中シート防水㈱、㈱

キョードー、中部樹脂㈱、㈱ワ

イ・テックス、㈱ソフテック（中

間決算日８月31日）である。中間

連結財務諸表の作成にあたって

は、P.T.  Tsutsunaka  Plastic 

Indonesiaを除く全ての在外連結子

会社および住ベ・筒中テクノ㈱に

ついては中間連結決算日(９月30

日)において仮決算を実施した上で

連結している。P.T. Tsutsunaka 

Plastic Indonesia、㈱サンクスト

レーディング、筒中シート防水

㈱、 ㈱キョードー、 中部樹脂

㈱、 ㈱ワイ・テックス、 ㈱ソフ

テックの連結に当たっては、各社

中間決算日時点の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引について連結上必要

な調整を行っている。

Corporation、 Durez Canada Co., 

Ltd.、 SumiDurez Canada G.P.、 

Promerus  LLC、  Sumitomo 

Bakelite North America, Inc.、

SBNA  Services,  Inc.、  N.V. 

Sumitomo Bakelite Europe S.A.、

Vyncolit  N.V.、  Sumitomo 

Bakelite  Europe  (Barcelona), 

S.L.U.(中間決算日６月30日)、㈱

サンクストレーディング(中間決算

日７月31日)、筒中シート防水㈱、

㈱キョードー、中部樹脂㈱、㈱ワ

イ・テックス、㈱ソフテック（中

間決算日８月31日）である。中間

連結財務諸表の作成にあたって

は、P.T.  Tsutsunaka  Plastic 

Indonesiaを除く全ての在外連結子

会社および住ベ・筒中テクノ㈱に

ついては中間連結決算日(９月30

日)において仮決算を実施した上で

連結している。P.T. Tsutsunaka 

Plastic Indonesia、㈱サンクスト

レーディング、筒中シート防水

㈱、 ㈱キョードー、 中部樹脂

㈱、 ㈱ワイ・テックス、 ㈱ソフ

テックの連結に当たっては、各社

中間決算日時点の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引について連結上必要

な調整を行っている。

Corporation、Durez Canada Co., 

Ltd.、SumiDurez  Canada  G.P.、

Promerus  LLC、  Sumitomo 

Bakelite North America, Inc.、

SBNA  Service,  Inc.、  N.V. 

Sumitomo Bakelite Europe S.A.、

Vyncolit  N.V.、  Sumitomo 

Bakelite  Europe  (Barcelona), 

S.L.U.、  Green  Steel  España, 
S.A.(決算日12月31日)、㈱サンク

ストレーディング(決算日１月31

日)、 筒中シート防水㈱、 ㈱キョ

ードー、 中部樹脂㈱、 ㈱ワイ・

テックス、 ㈱ソフテック(決算日

２月28日)である。連結財務諸表の

作 成 に あ た っ て は、P.T. 

Tsutsunaka Plastic Indonesiaを

除く全ての在外連結子会社および

住べ・筒中テクノ㈱については連

結決算日(３月31日)において仮決

算を実施した上で連結している。

P.T.  Tsutsunaka  Plastic 

Indonesia、 ㈱サンクストレーデ

ィング、筒中シート防水㈱、 ㈱キ

ョードー、 中部樹脂㈱、 ㈱ワ

イ・テックス、 ㈱ソフテックの連

結にあたっては、各社決算日時点

の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

て連結上必要な調整を行ってい

る。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……中間連結決

算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定して

いる）。

時価のないもの……主として移

動平均法による原価法。

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……中間連結決

算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定し

ている）。

時価のないもの……同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……連結決算日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定してい

る）。

時価のないもの……同左

②デリバティブ取引

時価法

②デリバティブ取引

同左

②デリバティブ取引

同左

③たな卸資産

商品・製品・半製品・仕掛品・

原料品……主として移動平均法

による原価法。

貯蔵品……主として総平均法に

よる原価法。

③たな卸資産

同左

③たな卸資産

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

当社および国内連結子会社は主

として定率法による減価償却を実

施している。ただし、当社の本社

ビル建物、構築物および一部の連

結子会社ならびに平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法に

よっている。また、在外連結子会

社は主として定額法による減価償

却を実施している。

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

定額法による減価償却を実施し

ている。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により計算した限度額を、

貸倒懸念債権および破産更生債権

等については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上し

ている。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づき引当を

行っている。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③退職給付引当金

当社および国内連結子会社なら

びに一部の在外連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上している。

③退職給付引当金

同左

③退職給付引当金

当社および国内連結子会社なら

びに一部の海外連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上

している。なお、過去勤務債務お

よび数理計算上の差異は、主とし

て発生年度において一括損益処理

している。

④役員退職引当金

役員および執行役員の退職慰労

金の支払に備えるため、退職慰労

金支給基準に基づく算出額を引当

てている。

④役員退職引当金

役員の退職慰労金の支払に備え

るため、退職慰労金支給基準に基

づく算出額を引当てている。 

 なお、当社および一部の連結子

会社は、平成18年６月の定時株主

総会の日をもって役員退職慰労金

制度を廃止し、その時点での引当

金残高を全額取り崩した。当中間

連結会計期間末未払額については

流動負債のその他に含めており、

その支払は役員の退任時としてい

る。

④役員退職引当金

役員および執行役員の退職慰労

金の支払に備えるため、退職慰労

金支給基準に基づく算出額を引当

てている。

⑤   ―――――― ⑤環境対策引当金 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」により、今後発生が見込まれ

るＰＣＢ廃棄物の処理費用の支払

に備えるため、その所要見込額を

計上している。

⑤環境対策引当金 

      同左

(4)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

(4)重要なリース取引の処理方法

同左

(4)重要なリース取引の処理方法

同左

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。

なお、先物為替予約取引のうち振

当処理の要件を満たす為替予約取

引については、外貨建債権債務等

に振当処理を行っている。

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…先物為替予約

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債

務等、外貨建予定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…先物為替予約、通

貨スワップ

 ヘッジ対象…外貨建債権債務

等、外貨建予定取引

③ヘッジ方針

為替変動リスクを回避するた

め、実需に基づいた範囲内で行

い、投機的な手段としてはこれを

行わない。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象のキャ

ッシュ・フローの固定化・変動の

回避との相関関係が継続的に存在

することを確認している。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6)在外連結子会社の会計処理基準 

在外連結子会社が採用している会

計処理基準は、当該国で一般に公

正妥当と認められている基準によ

っている。

(6)在外連結子会社の会計処理基準 

      同左

(6)在外連結子会社の会計処理基準 

      同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取

得日から３ヶ月以内に満期の到来

する定期預金、譲渡性定期預金な

らびに取得から償還までの運用期

間が３ヶ月以内のコマーシャル・

ペーパー、現先運用債券、公社債

投資信託等からなっている。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用

している。この変更により、従来

の方法によった場合に比べ税金等

調整前中間純利益は1,067百万円少

なく計上されている。   

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき当該各資産の金額から

直接控除している。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用し

ている。これによる損益に与える

影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は170,667百万円

である。 

 中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間におけ

る中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成

している。   

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用して

いる。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益、税金等

調整前中間純利益および中間純利

益が、それぞれ45百万円少なく計

上されている。 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「企業

結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）およ

び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第７

号）ならびに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用してい

る。 

 これによる損益に与える影響は

ない。

 当連結会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用して

いる。この変更により、従来の方

法によった場合に比べ税金等調整

前純利益は1,067百万円少なく計上

されている。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき当該各資産の金額から

直接控除している。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 「訴訟関連費用」（前中間連結会計期間1,137百万

円）および「訴訟関連費用の支払額」（同 1,294百万

円）は、金額的重要性が増加したため、当中間連結会

計期間より独立科目として区分掲記することに変更し

ている。

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において、「営業権」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示している。また、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、「負ののれん」と表示してい

る。 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示している。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間まで独立科目として区分掲記し

ていた「退職給付引当金の増加額」（当中間連結会計

期間７百万円）および「投資有価証券評価損失」（同

０百万円）は、金額的重要性が低下しているため、当

中間連結会計期間より「Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示している。 

 前中間連結会計期間まで独立科目として区分掲記し

ていた「事業の買収による支出」（当中間連結会計期

間△２百万円）、「長期貸付金の貸付による支出」

（同 △２百万円）および「長期貸付金の回収による

収入」（同 ３百万円）は、金額的重要性が低下して

いるため、当中間連結会計期間より「Ⅱ 投資活動に

よるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示

している。 

 「自己株式の取得による支出」（前中間連結会計期

間△17百万円）は、金額的重要性が増加したため、当

中間連結会計期間より独立科目として区分掲記するこ

とに変更している。 

 前中間連結会計期間まで独立科目として区分掲記し

ていた「長期借入金の返済による支出」（当中間連結

会計期間 △301百万円）および「ファイナンス・リー

ス債務の返済による支出」（同 △16百万円）は、金

額的重要性が低下しているため、当中間連結会計期間

より「Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は136,262百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は145,478百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は140,555百万円である。

 ２ 受取手形割引高は42百万円で

ある。

 ２ 受取手形割引高は29百万円で

ある。

 ２ 受取手形割引高は32百万円で

ある。

※３ 非連結会社及び関連会社に対

するものは次のとおりであ

る。

    投資有価

    証券(株式

    及び出資金)

5,295百万円

※３ 非連結会社及び関連会社に対

するものは次のとおりであ

る。

    投資有価

    証券(株式

    及び出資金)

4,818百万円

※３ 非連結会社及び関連会社に対

するものは次のとおりであ

る。

    投資有価

    証券(株式

    及び出資金)

5,512百万円

 

 

 ４ 偶発債務

  (1)従業員の金融機関からの借入

金について次のとおり債務保

証を行っている。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

  (2)連結会社以外の会社に対する

延払債権のうち、金融機関へ

売却したものについて、次の

とおり債務不履行となった場

合の買い取りを保証してい

る。

㈲コーケン 9百万円

  (3)柏市工業団地協同組合の商工

組合中央金庫からの借入金に

ついて、同組合の他の組合員

企業とともに連帯保証を行っ

ている。

柏市工業団地 

協同組合
311百万円

 

 

 ４ 偶発債務

  (1)従業員の金融機関からの借入

金について次のとおり債務保

証を行っている。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

  (2)   ―――――― 

 

 

 

 

 

  (3)柏市工業団地協同組合の商工

組合中央金庫からの借入金に

ついて、同組合の他の組合員

企業とともに連帯保証を行っ

ている。

柏市工業団地 

協同組合
259百万円

 

 

 ４ 偶発債務

  (1)従業員の金融機関からの借入

金について次のとおり債務保

証を行っている。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

  (2)連結会社以外の会社に対する

延払債権のうち、金融機関へ

売却したものについて、次の

とおり債務不履行となった場

合の買い取りを保証してい

る。

㈲コーケン 3百万円

  (3)柏市工業団地協同組合の商工

組合中央金庫からの借入金に

ついて、同組合の他の組合員

企業とともに連帯保証を行っ

ている。

柏市工業団地 

協同組合
285百万円

  (4)当社の半導体封止用エポキシ

樹脂成形材料を使用した一部

のＩＣパッケージ内でショー

トが発生するというクレーム

に関連して米国で提起された

１件の訴訟において、Royal 

Philips Electronicsおよび

その関連会社が被った損害の

一部に関し、当社および当社

の子会社(以下「当社」)に責

任があるとして、約14百万米

ドルの支払いを命ずる第一審

判決が平成16年12月に下され

た。当社はこの判決を不服と

して、平成17年１月に控訴し

た。

  (4)   ――――――   (4)   ――――――     



  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※５ 担保資産

   (1)担保に供している資産は次の

とおりである。

定期預金 2,178百万円

建物 2,022 〃

土地 139 〃

合計 4,341百万円

※５ 担保資産

   (1)担保に供している資産は次の

とおりである。

定期預金 2,269百万円

建物 143 〃

土地 139 〃

合計 2,551百万円

※５ 担保資産

   (1)担保に供している資産は次の

とおりである。

定期預金 

建物

2,261百万円

148 〃

土地 139 〃

合計 2,549百万円

担保付債務は、短期借入金

587百万円および長期借入金

(１年以内返済予定分含む)

91百万円ならびに柏市工業団

地協同組合の商工組合中央金

庫からの借入金311百万円で

ある。

担保付債務は、短期借入金

730百万円および柏市工業団

地協同組合の商工組合中央金

庫からの借入金259百万円で

ある。

担保付債務は、短期借入金

677百万円および柏市工業団

地協同組合の商工組合中央金

庫からの借入金285百万円で

ある。

   (2)上記以外に、Vyncolit North

America, Inc.(米国)の短期

借入金237百万円、長期借入

金475百万円および未払費用

28百万円に対して、同社の全

ての資産（ただし、営業権等

は除く）を担保に供してい

る。

   (2)上記以外に、Sumitomo 

Bakelite  North   America, 

Inc.(米国)の長期借入金（１

年以内返済予定分含む）495

百万円および未払費用112百

万円に対して、同社の全ての

資産（ただし、のれん等は除

く）を担保に供している。

   (2)上記以外に、Sumitomo

Bakelite  North  America, 

Inc.(米国)の長期借入金（１

年以内返済予定分含む）493

百万円および未払費用111百

万円に対して、同社の全ての

資産（ただし、営業権等は除

く）を担保に供している。

※６   ―――――― ※６ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ている。なお、当中間連結会

計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間連結

会計期間末日満期手形が、中

間連結会計期間末残高に含ま

れている。

受取手形 1,358百万円

支払手形 960 〃

※６   ――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。

従業員給与及び 

賞与
6,185百万円

広告宣伝費 593 〃

荷造運搬費 5,394 〃

旅費交通費 1,059 〃

賞与引当金 

繰入額
1,507 〃

福利厚生費 1,332 〃

退職給付引当金 

繰入額
461 〃

役員退職引当金 

繰入額
95 〃

賃借料 623 〃

租税公課 435 〃

減価償却費 1,329 〃

貸倒引当金 

繰入額
95 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。

従業員給与及び 

賞与
6,078百万円

広告宣伝費 535 〃

荷造運搬費 5,584 〃

旅費交通費 1,058 〃

賞与引当金 

繰入額
1,516 〃

福利厚生費 1,332 〃

退職給付引当金 

繰入額
472 〃

役員退職引当金 

繰入額
166 〃

賃借料 596 〃

租税公課 531 〃

減価償却費 1,432 〃

貸倒引当金 

繰入額
27 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。

従業員給与及び 

賞与
13,595百万円

広告宣伝費 1,048 〃

荷造運搬費 10,776 〃

旅費交通費 2,126 〃

賞与引当金 

繰入額
1,492 〃

福利厚生費 2,659 〃

退職給付引当金 

繰入額
△4,359 〃

役員退職引当金 

繰入額
194 〃

賃借料 1,239 〃

租税公課 899 〃

減価償却費 2,944 〃

貸倒引当金 

繰入額
111 〃

※２ 固定資産売却益の内訳は以下

のとおりである。

建物及び構築物 144百万円

機械装置及び運搬具 20 〃

土地 367 〃

その他 0 〃

合計 532百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は以下

のとおりである。

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 6 〃

土地 12 〃

その他 11 〃

合計 39百万円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は以下

のとおりである。

建物及び構築物 148百万円

土地 367 〃

その他 31 〃

合計 546百万円

※３ 固定資産売却及び除却損失の

内訳は以下のとおりである。

  (固定資産売却損失)

機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 0 〃

合計 0百万円

※３ 固定資産売却及び除却損失の

内訳は以下のとおりである。

  (固定資産売却損失)

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1 〃

合計 1百万円

※３ 固定資産売却及び除却損失の

内訳は以下のとおりである。

  (固定資産売却損失)

機械装置及び運搬具 3百万円

その他 1 〃

合計 5百万円

 

  (固定資産除却損失)

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び運搬具 155 〃

工具器具備品 41 〃

設備撤去費用 100 〃

合計 328百万円
 

  (固定資産除却損失)

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運搬具 96 〃

工具器具備品 19 〃

その他 5 〃

合計 134百万円

  (固定資産除却損失)

建物及び構築物 86百万円

機械装置及び運搬具 443 〃

工具器具備品 44 〃

設備撤去費用 87 〃

その他 21 〃

合計 683百万円

※４ 訴訟関連費用の内訳は以下の

とおりである。

和解金 8,292百万円

弁護士費用等 1,663 〃

保険金 △3,662 〃

合計 6,293百万円

※４   ―――――― ※４ 訴訟関連費用の内訳は以下の

とおりである。

和解金 10,521百万円

弁護士費用等 2,214 〃

保険金 △7,216 〃

合計 5,520百万円



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※５ 当社グループは、当中間連結

会計期間において以下の資産

について減損損失を計上し

た。

用途 場所 種類 減損損失

遊休 
資産

栃木県 
那須郡

土地 4百万円

秋田県 
雄勝郡

土地 9 〃

秋田県 
湯沢市

土地 94 〃

賃貸 
資産

千葉県 
柏市

土地 724 〃

建物 234 〃

合計 1,067百万円

 当社グループは、事業用資産につ

いては事業の種類別セグメントを基

礎として、遊休資産および賃貸資産

については個別物件を基礎としてグ

ルーピングしている。このうち、市

場価格が著しく下落した遊休資産お

よび賃貸資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失1,067百万円として特

別損失に計上した。

 なお、当該資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、

遊休資産および賃貸資産について

は、不動産鑑定評価額および固定資

産税評価額に合理的な調整を行い算

定している。

※５   ―――――― 

 

※５ 当社グループは、当連結会計

年度において以下の資産につ

いて減損損失を計上した。 

 

用途 場所 種類 減損損失

遊休
資産

栃木県
那須郡

土地 4百万円

秋田県
雄勝郡

土地 9 〃

秋田県
湯沢市

土地 94 〃

賃貸
資産

千葉県
柏市

土地 724 〃

建物 234 〃

合計 1,067百万円

 当社グループは、事業用資産につ

いては事業の種類別セグメントを基

礎として、遊休資産および賃貸資産

については個別物件を基礎としてグ

ルーピングしている。このうち、市

場価格が著しく下落した遊休資産お

よび賃貸資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失1,067百万円として特

別損失に計上した。

 なお、当該資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、

遊休資産および賃貸資産について

は、不動産鑑定評価額および固定資

産税評価額に合理的な調整を行い算

定している。

※６ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による固定資産圧縮積

立金の積立ておよび取崩しを

前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算してい

る。

※６ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、

当期において予定している固

定資産圧縮積立金の積立てお

よび取崩しを前提として、当

中間連結会計期間に係る金額

を計算している。

※６   ――――――



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

  発行済株式数の株式数増加の内訳は、転換社債の転換による増加23,397,979株である。 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

１ 自己株式の株式数増加の内訳は、単元未満株式の買取による増加49,680株および平成18年５月30日の取締

  役会決議に基づく買付による増加2,900,000株である。 

２ 自己株式の株式数減少の内訳は、単元未満株式の売却による減少1,439株である。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 242,454,415 23,397,979 ― 265,852,394

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 291,672 2,949,680 1,439 3,239,913

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,421 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,969 7.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

  項目

現金及び預金 
中間期末残高

45,312百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△131 〃

担保に供している 
定期預金

△2,178 〃

現金及び現金同等 
物中間期末残高

43,001百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

  項目

現金及び預金 
中間期末残高

50,926百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△151 〃

担保に供している
定期預金

△2,269 〃

現金及び現金同等
物中間期末残高

48,505百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

  項目

現金及び預金
期末残高

49,360百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△44 〃

担保に供している 
定期預金

△2,261 〃

現金及び現金同等 
物期末残高

47,055百万円



(リース取引関係) 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

127 64 62

工具器具備品 767 438 328

その他 
 (ソフトウェア)

120 89 30

合計 1,015 593 421

(注)一部の連結子会社は、取得価額

相当額について有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

116 68 47

工具器具備品 728 393 334

その他 
 (ソフトウェア)

116 96 20

合計 961 558 403

同左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

120 64 55

工具器具備品 700 392 307

その他 
 (ソフトウェア)

115 86 28

合計 936 544 391

(注)一部の連結子会社は、取得価額

相当額について有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。

 

②未経過リース料中間期末残高相

当額等

 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 199百万円

１年超 239 〃

合計 438百万円

(注)一部の連結子会社は、未経過リ

ース料中間期末残高相当額につい

て有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

 

②未経過リース料中間期末残高相

当額

  

 

１年以内 201百万円

１年超 221 〃

合計 422百万円

同左
 

②未経過リース料期末残高相当額

 

 

１年以内 204百万円

１年超 208 〃

合計 412百万円

(注)一部の連結子会社は、未経過リ

ース料期末残高相当額について有

形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法により

算定している。

③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 155百万円

減価償却費相当額 121 〃

支払利息相当額 29 〃

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 

 

支払リース料 136百万円

減価償却費相当額 109 〃

支払利息相当額 25 〃

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 

 

支払リース料 268百万円

減価償却費相当額 221 〃

支払利息相当額 49 〃

④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

  利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。

④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

同左



次へ 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 11百万円

１年超 11 〃

合計 22百万円

２     ―――――― ２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 3百万円

１年超 ― 〃

合計 3百万円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはない。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、主として時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合および２半期

連続で時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合に減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはない。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、主として時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合および２半期

連続で時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合に減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 6,621 13,505 6,884

債券 49 50 1

合計 6,670 13,556 6,886

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式 5,295

その他有価証券

 非上場株式 884

 その他 8

合計 6,189

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 15,477 24,114 8,636

債券 49 50 0

合計 15,526 24,164 8,637

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式 4,818

その他有価証券

 非上場株式 720

 その他 8

合計 5,546



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはない。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、主として時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合および２半期

連続で時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合に減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 15,269 26,894 11,625

債券 49 50 1

合計 15,318 26,944 11,626

連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式 5,512

その他有価証券

 非上場株式 719

 その他 8

合計 6,240



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

  

 当中間連結会計期間においては、ヘッジ会計を適用したデリバティブ取引および「外貨建取引等会計処

理基準」により、外貨建金銭債権債務等への振当処理を適用したデリバティブ取引は開示の対象から除い

た結果、該当事項はない。 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

  

 当中間連結会計期間においては、ヘッジ会計を適用したデリバティブ取引および「外貨建取引等会計処

理基準」により、外貨建金銭債権債務等への振当処理を適用したデリバティブ取引は開示の対象から除い

た結果、該当事項はない。 

  

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

  

 当連結会計年度においては、ヘッジ会計を適用したデリバティブ取引および「外貨建取引等会計処理基

準」により、外貨建金銭債権債務等への振当処理を適用したデリバティブ取引は開示の対象から除いた結

果、該当事項はない。 

  

(ストックオプション等関係) 

該当事項はない。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 事業区分は、製品の市場における主要用途、事業の類似性を勘案し区分している。 

２ 各事業の主要な製品および役務の内容 

(1) 半導体・表示体材料 

半導体封止用エポキシ樹脂成形材料、感光性ウェハーコート用液状樹脂、半導体用液状樹脂、 

半導体実装用キャリアテープ、半導体チップ接着用テープ、表示用フィルム 

(2) 回路製品・電子部品材料 

フレキシブル・プリント回路、フェノール樹脂銅張積層板、エポキシ樹脂銅張積層板 

(3) 高機能プラスチック 

フェノール樹脂成形材料、工業用フェノール樹脂、精密成形品 

(4) クオリティオブライフ関連製品 

医療機器製品、メラミン樹脂化粧板・不燃板、ビニル樹脂シートおよび複合シート、 

鮮度保持フィルム、ポリカーボネート樹脂板、塩化ビニル樹脂板、アクリル・スチロール樹脂板、 

水処理関連製品、防水工事の設計ならびに施工請負 

(5) その他 

試験研究の受託、土地の賃貸等 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,640百万円であり、その主なもの

は基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

半導体・
表示体 
材料

回路製品 
・電子部 
品材料

高機能
プラス 
チック

クオリ
ティオ 
ブライフ 
関連製品

その他 計
消去又は 
全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

30,528 19,364 29,717 36,571 442 116,624 ― 116,624

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6 ― 587 197 ― 791 ( 791) ―

計 30,534 19,364 30,305 36,769 442 117,415 ( 791) 116,624

  営業費用 23,819 19,166 29,258 35,192 206 107,643 849 108,492

  営業利益 6,715 198 1,046 1,577 235 9,772 ( 1,640) 8,132



（単位：百万円）

 
(注) １ 事業区分は、製品の市場における主要用途、事業の類似性を勘案し区分している。 

２ 各事業の主要な製品および役務の内容 

(1) 半導体・表示体材料 

半導体封止用エポキシ樹脂成形材料、感光性ウェハーコート用液状樹脂、半導体用液状樹脂、 

半導体実装用キャリアテープ、半導体チップ接着用テープ、表示用フィルム 

(2) 回路製品 

フレキシブル・プリント回路、フェノール樹脂銅張積層板、エポキシ樹脂銅張積層板 

(3) 高機能プラスチック 

フェノール樹脂成形材料、工業用フェノール樹脂、精密成形品 

(4) クオリティオブライフ関連製品 

医療機器製品、メラミン樹脂化粧板・不燃板、ビニル樹脂シートおよび複合シート、 

鮮度保持フィルム、ポリカーボネート樹脂板、塩化ビニル樹脂板、アクリル・スチロール樹脂板、 

水処理関連製品、防水工事の設計ならびに施工請負 

(5) その他 

試験研究の受託、土地の賃貸等 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,940百万円であり、その主なもの

は基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

４ 「回路製品・電子部品材料」は、当中間連結会計期間から名称を「回路製品」に変更している。なお、当該

変更は事業区分の名称のみの変更であり、属する製品の変更はない。 

５ （会計処理の変更）に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用している。 

 この結果、従来の方法に比べて、「半導体・表示体材料」の営業利益は15百万円少なく、「回路製品」の

営業損失は５百万円多く、「高機能プラスチック」の営業利益は８百万円少なく、「クオリティオブライフ

関連製品」の営業利益は６百万円少なく、「その他」の営業利益は０百万円少なく、「消去又は全社」に含

めた配賦不能営業費用の金額は９百万円多く計上されている。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

半導体・
表示体 
材料

回路製品
高機能
プラス 
チック

クオリ
ティオ 
ブライフ 
関連製品

その他 計
消去又は 
全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

34,364 23,101 32,423 38,076 488 128,455 ― 128,455

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6 ― 381 248 ― 636 ( 636) ―

計 34,371 23,101 32,805 38,325 488 129,092 ( 636) 128,455

  営業費用 26,023 24,066 31,206 36,376 343 118,016 1,309 119,326

営業利益又は営業損失（△） 8,347 △964 1,598 1,948 145 11,075 ( 1,946) 9,128



（単位：百万円）

 
(注) １ 事業区分は、製品の市場における主要用途、事業の類似性を勘案し区分している。 

２ 各事業の主要な製品および役務の内容 

(1) 半導体・表示体材料 

半導体封止用エポキシ樹脂成形材料、感光性ウェハーコート用液状樹脂、半導体用液状樹脂、 

半導体実装用キャリアテープ、半導体チップ接着用テープ、表示用フィルム 

(2) 回路製品・電子部品材料 

フレキシブル・プリント回路、フェノール樹脂銅張積層板、エポキシ樹脂銅張積層板 

(3) 高機能プラスチック 

フェノール樹脂成形材料、工業用フェノール樹脂、精密成形品 

(4) クオリティオブライフ関連製品 

医療機器製品、メラミン樹脂化粧板・不燃板、ビニル樹脂シートおよび複合シート、 

鮮度保持フィルム、ポリカーボネート樹脂板、塩化ビニル樹脂板、アクリル・スチロール樹脂板、 

水処理関連製品、防水工事の設計ならびに施工請負 

(5) その他 

試験研究の受託、土地の賃貸等 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,720百万円であり、その主なもの

は基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

半導体・
表示体 
材料

回路製品 
・電子部 
品材料

高機能
プラス 
チック

クオリ
ティオ 
ブライフ 
関連製品

その他 計
消去又は 
全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

64,549 40,121 61,635 73,834 944 241,085 ― 241,085

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11 ― 1,032 477 ― 1,521 ( 1,521) ―

計 64,561 40,121 62,667 74,312 944 242,607 ( 1,521) 241,085

  営業費用 46,965 38,580 57,857 69,802 450 213,655 181 213,836

  営業利益 17,596 1,541 4,810 4,509 493 28,952 ( 1,702) 27,249



【所在地別セグメント情報】 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………………シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、 

  ベトナム 

(2) 北米……………………米国、カナダ、メキシコ 

(3) その他の地域…………ベルギー、スペイン 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,640百万円である。その主なもの

は基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

  
（単位：百万円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………………シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、 

  ベトナム、タイ 

(2) 北米……………………米国、カナダ、メキシコ 

(3) 欧州その他の地域……ベルギー、スペイン 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,940百万円である。その主なもの

は基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

４ 「その他の地域」は、当中間連結会計期間から名称を「欧州その他の地域」に変更している。なお、当該変

更は国又は地域の区分の名称のみの変更であり、属する国又は地域の変更はない。 

５ （会計処理の変更）に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用している。 

 この結果、従来の方法に比べて、「日本」の営業利益は35百万円少なく、「消去又は全社」に含めた配賦

不能営業費用の金額は９百万円多く計上されている。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

日本 アジア 北米
その他
の地域

計
消去 
又は全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

70,971 28,305 9,158 8,189 116,624 ― 116,624

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

8,523 7,403 255 18 16,201 ( 16,201) ―

計 79,495 35,708 9,414 8,207 132,825 ( 16,201) 116,624

  営業費用 73,684 31,686 9,353 8,469 123,194 ( 14,702) 108,492

営業利益又は営業損失（△） 5,811 4,021 60 △262 9,631 ( 1,499) 8,132

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

日本 アジア 北米
欧州その他
の地域

計
消去 
又は全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

71,698 37,344 9,785 9,626 128,455 ― 128,455

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

9,982 7,421 422 0 17,825 ( 17,825) ―

計 81,680 44,766 10,207 9,626 146,281 ( 17,825) 128,455

  営業費用 74,884 40,378 10,166 9,653 135,082 ( 15,756) 119,326

営業利益又は営業損失（△） 6,796 4,387 41 △27 11,198 ( 2,069) 9,128



（単位：百万円）

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………………シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、 

  ベトナム 

(2) 北米……………………米国、カナダ、メキシコ 

(3) その他の地域…………ベルギー、スペイン 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,720百万円である。その主なもの

は、基礎研究および当社の一般管理部門にかかる費用の一部である。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

日本 アジア 北米
その他
の地域

計
消去 
又は全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

144,352 60,145 19,220 17,367 241,085 ― 241,085

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,898 15,898 704 40 35,542 ( 35,542) ―

計 163,251 76,043 19,925 17,407 276,628 ( 35,542) 241,085

  営業費用 143,174 67,101 19,790 17,716 247,782 ( 33,946) 213,836

営業利益又は営業損失（△） 20,076 8,942 135 △308 28,845 ( 1,596) 27,249



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、韓国、タイ 

(2) 北米……米国、カナダ、メキシコ 

(3) その他の地域……ベルギー、スペイン 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、韓国、タイ 

(2) 北米……米国、カナダ、メキシコ 

(3) 欧州その他の地域……ベルギー、スペイン 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４ 「その他の地域」は、当中間連結会計期間から名称を「欧州その他の地域」に変更している。なお、当該変

更は国又は地域の区分の名称のみの変更であり、属する国又は地域の変更はない。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、おおむね地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、マレーシア、中国、インドネシア、フィリピン、台湾、韓国、タイ 

(2) 北米……米国、カナダ、メキシコ 

(3) その他の地域……ベルギー、スペイン 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

アジア 北米 その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 38,654 9,484 7,593 55,732

Ⅱ 連結売上高 116,624

Ⅲ 海外売上高の連結
売上高に占める割合

33.2％ 8.1％ 6.5％ 47.8％

アジア 北米 欧州その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 48,203 9,689 9,264 67,157

Ⅱ 連結売上高 128,455

Ⅲ 海外売上高の連結
売上高に占める割合

37.5％ 7.6％ 7.2％ 52.3％

アジア 北米 その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 82,302 19,461 16,815 118,579

Ⅱ 連結売上高 241,085

Ⅲ 海外売上高の連結
売上高に占める割合

34.1％ 8.1％ 7.0％ 49.2％



(１株当たり情報) 

  

 
  

１株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 551.61円 649.88円 628.56円

１株当たり中間(当期)純利益 8.51円 33.87円 63.60円

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
7.89円 31.23円 57.46円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益 2,021百万円 8,229百万円 15,212百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 90百万円

(うち利益処分による役員 

賞与金)
― ― 90百万円

普通株式に係る 

中間(当期)純利益
2,021百万円 8,229百万円 15,122百万円

普通株式の期中平均株式数 237,421千株 242,990千株 237,778千株

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 74百万円 2百万円 137百万円

(うち支払利息 

(税額相当額控除後))
71百万円 0百万円 131百万円

普通株式増加額 28,188千株 20,624千株 27,786千株

(うち転換社債) 28,188千株 20,624千株 27,786千株

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

―――――― ―――――― ――――――



(重要な後発事象) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     ―――――― １ 当社は、平成18年10月31日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である筒中プラスチック工

業株式会社（以下「筒中プラスチ

ック」）との事業統合を実施する

ため、当社が筒中プラスチックの

発行する株式の全部（筒中プラス

チックが保有している自己株式を

除く）を公開買付けおよび株式交

換により取得し完全子会社とし、

その後しかるべき時期に筒中プラ

スチックを吸収合併することにつ

いて決議し、同社と同日付で合意

書を締結した。 

 これを受けて、当社は買付価格

を１株につき535円、買付期間を11

月１日から12月７日（37日間）と

して筒中プラスチック株式の公開

買付を実施した。

(1)筒中プラスチック工業株式会

社の概要

①事業内容 

 各種プラスチックシートの製

造・販売およびシート防水工事 

②資本金の額 

 10,063百万円

(2)取得の時期 

 平成18年12月14日 

 （決済開始日）

(3)取得した株式の数 

 16,591,942株

(4)取得価額 

 9,000百万円

(5)取得後の持分比率 

 90.69％

(6)取得に要した資金の内訳 

 自己資金

更に、当社および筒中プラスチ

ックは、以下の日程で、当社を完

全親会社、筒中プラスチックを完

全子会社とする株式交換を実施す

る予定である。 

 平成18年12月下旬 

  株式交換契約書承認取締役会 

  株式交換契約書締結 

 平成19年３月末 

  効力発生日

 当社は、平成18年５月30日開催の

取締役会において、会社法第165条

第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づ

き、自己株式の取得を決議した。

 (1)取得の理由

機動的な資本政策の遂行を可能

とするため。

 (2)取得の内容

 ①取得する株式の種類

  当社普通株式

 ②取得する株式の総数

  2,900千株

 ③取得価額の総額

  3,091百万円(上限とする)

 上記決議に基づき、平成18年５月

31日に東京証券取引所のＴｏＳＴＮ

ｅｔ－２（終値取引）による買付け

を行い、2,900千株を3,091百万円で

取得した。



 
  

(2) 【その他】 

  該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     ―――――― ２ 当社は、平成18年10月１日付

で、当社の持分法適用関連会社で

あるアプコ株式会社の当社保有株

式の全数を三菱化学株式会社へ譲

渡する内容の株式譲渡契約を締結

し、同年10月２日付で譲渡を終え

合弁事業を解消した。

(1)アプコ株式会社の概要

①事業内容 

 合成樹脂成形材料の製造・販

売 

②資本金の額 

 350百万円 

③会社との取引内容 

 同社製品の一部を購入してい

る。

(2)売却した株式の数 

 1,437株

(3)売却価額 

 1,475百万円

(4)売却益の金額 

 1,331百万円

     ――――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 12,434 7,423 11,568

 ２ 受取手形 ※４ 4,077 4,407 3,850

 ３ 売掛金 24,124 27,186 25,657

 ４ たな卸資産 4,776 4,977 4,868

 ５ 未収入金 9,520 18,000 13,291

 ６ その他 ※３ 11,345 2,781 2,062

 ７ 貸倒引当金 △ 30 △ 1 △ 1

  流動資産合計 66,249 35.4 64,775 32.1 61,298 30.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 16,093 15,615 15,938

  (2) 機械装置 7,295 7,852 7,430

  (3) 土地 6,970 6,989 6,989

  (4) その他 3,917 3,730 3,596

  有形固定資産計 34,276 34,188 33,956

 ２ 無形固定資産 882 728 763

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 13,590 21,788 24,334 

  (2) 関係会社株式 54,009 64,051 65,637

  (3) 関係会社 
    長期貸付金

4,407 7,514 7,674

  (4) その他 14,381 9,596 9,779

  (5) 貸倒引当金 △604 △ 634 △ 624

  投資その他の資産計 85,783 102,317 106,802

  固定資産合計 120,943 64.6 137,234 67.9 141,522 69.8

  資産合計 187,192 100.0 202,009 100.0 202,820 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 1,989 1,642 1,736

 ２ 買掛金 19,282 20,600 21,142

 ３ 短期借入金 11,726 3,150 3,150

 ４ 一年以内返済予定 
   長期借入金

― 600 600

 ５ 一年以内償還予定 
   転換社債

20,183 ― 16,760

 ６ コマーシャル・ 
   ペーパー

10,000 18,000 11,500

 ７ 賞与引当金 1,832 1,875 1,798

 ８ その他 7,749 5,709 5,834

  流動負債合計 72,763 38.9 51,576 25.5 62,521 30.8



 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,512 10,117 10,407

 ２ 役員退職引当金 490 ― 557

 ３ 環境対策引当金 ― 56 56

 ４ 長期預り保証金 115 115 115

 ５ その他 5,156 8,935 10,426

  固定負債合計 8,274 4.4 19,224 9.5 21,564 10.7

  負債合計 81,038 43.3 70,801 35.0 84,085 41.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 27,055 14.5 ― ― 28,766 14.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 25,270 ― 26,981

 ２ その他資本剰余金 0 ― 1

  資本剰余金合計 25,271 13.5 ― ― 26,983 13.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 4,136 ― 4,136

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産 
    圧縮積立金

3,110 ― 3,110

  (2) 配当積立金 2,000 ― 2,000

  (3) 中間配当積立金 1,200 ― 1,200

  (4) 別途積立金 36,700 ― 36,700

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

2,890 ― 9,361

  利益剰余金合計 50,037 26.7 ― ― 56,508 27.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

3,954 2.1 ― ― 6,666 3.2

Ⅴ 自己株式 △163 △0.1 ― ― △189 △0.1

  資本合計 106,154 56.7 ― ― 118,734 58.5

  負債・資本合計 187,192 100.0 ― ― 202,820 100.0



 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 37,143 18.4 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 35,358 ―

  (2) その他資本 
    剰余金

― 1 ―

   資本剰余金合計 ― ― 35,359 17.5 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 4,136 ―

  (2) その他利益 
    剰余金
    固定資産圧縮 
    積立金

― 2,981 ―

    圧縮特別勘定 
    積立金

― 160 ―

    配当積立金 ― 2,000 ―

    中間配当積立金 ― 2,000 ―

    別途積立金 ― 38,700 ―

    繰越利益剰余金 ― 7,138 ―

   利益剰余金合計 ― 57,117 ―

 ４ 自己株式 ― △3,328 ―

   株主資本合計 ― ― 126,292 62.5 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― 4,915 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 4,915 2.5 ― ―

   純資産合計 ― ― 131,207 65.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 202,009 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 51,969 100.0 52,635 100.0 107,185 100.0

Ⅱ 売上原価 36,411 70.1 35,993 68.4 71,452 66.7

   売上総利益 15,557 29.9 16,642 31.6 35,732 33.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

11,973 23.0 13,095 24.9 19,071 17.8

   営業利益 3,584 6.9 3,547 6.7 16,661 15.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,150 6.1 942 1.8 4,930 4.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 654 1.3 460 0.9 1,231 1.1

   経常利益 6,080 11.7 4,029 7.6 20,359 19.0

Ⅵ 特別利益 ※３ 377 0.7 1,087 2.1 379 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４ 6,647 12.8 1,434 2.7 7,774 7.3

税 引 前 中 間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△）

△189 △0.4 3,682 7.0 12,964 12.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

※６ 38 846 1,561

   過年度法人税等 ― △405 ―

   法人税等調整額 ※６ △666 △628 △1.2 121 561 1.1 3,305 4,866 4.5

   中間(当期)純利益 439 0.8 3,120 5.9 8,098 7.6

   前期繰越利益 2,450 ― 2,450

   中間配当額 ― ― 1,187

   中間(当期) 
   未処分利益

2,890 ― 9,361



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本
評価・換

算差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 

株式

株主 

資本 

合計

その他 

有価証券 

評価 

差額金

資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

利益 

準備金

その他利益剰余金

固定資産 

圧縮 

積立金

圧縮特別

勘定 

積立金

配当 

積立金

中間配当

積立金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日

残高(百万円)
28,766 26,981 1 4,136 3,110 － 2,000 1,200 36,700 9,361 △189 112,068 6,666 118,734

中間会計期間中の

変動額

 転換社債の転換 8,376 8,376 16,752 16,752

 役員賞与 

 (注)
△90 △90 △90

 剰余金の配当 

 (注)
△2,421 △2,421 △2,421

 中間純利益 3,120 3,120 3,120

 自己株式の取得 △3,139 △3,139 △3,139

 自己株式の処分 0 1 1 1

 固定資産圧縮 

  積立金の取崩 

 (注)

△128 128 － －

 圧縮特別勘定 

  積立金の積立 

 (注)

160 △160 － －

 中間配当積立金 

  の積立 

 (注)

800 △800 － －

 別途積立金 

  の積立 

 (注)

2,000 △2,000 － －

 株主資本以外の 

 項目の中間会計 

 期間中の変動額 

 の合計（純額）

△1,750 △1,750

中間会計期間中の

変動額の合計 

(百万円)

8,376 8,376 0 － △128 160 － 800 2,000 △2,222 △3,138 14,223 △1,750 12,472

平成18年９月30日

残高(百万円)
37,143 35,358 1 4,136 2,981 160 2,000 2,000 38,700 7,138 △3,328 126,292 4,915 131,207



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの……中間決算日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部資本直入法

により処理し売却原価は移動平

均法により算定している）

時価のないもの……移動平均法

による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの……中間決算日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部純資産直入

法により処理し売却原価は移動

平均法により算定している）

時価のないもの……移動平均法

による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

     同左

②その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部資本直入法

により処理し売却原価は移動平

均法により算定している）

時価のないもの……移動平均法

による原価法

(2)デリバティブ取引

  時価法

(2)デリバティブ取引

同左

(2)デリバティブ取引

同左

(3)たな卸資産

 ①評価基準

  原価法

 ②評価方法

製品・半製品・仕掛品・原料品

……移動平均法

 貯蔵品……総平均法

(3)たな卸資産

 ①評価基準

        同左

 ②評価方法

      同左

(3)たな卸資産

 ①評価基準

        同左

 ②評価方法

      同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法による減価償却を実施し

ている。ただし、本社ビル建物、

構築物および平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法によ

っている。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

定額法による減価償却を実施し

ている。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により計算した限度額を、

貸倒懸念債権および破産更生債権

等については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上し

ている。

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき引当を行

っている。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

している。

(3)退職給付引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生している

と認められる額を計上している。

なお、過去勤務債務および数理計

算上の差異は当期において一括損

益処理している。

(4)役員退職引当金

  役員および執行役員の退職慰労

金の支払に備えるため、退職慰労

金支給基準に基づく算出額を引き

当てている。

(4)役員退職引当金

  役員および執行役員の退職慰労

金の支払に備えるため、退職慰労

金支給基準に基づく算出額を引き

当てていたが、平成18年６月29日

の定時株主総会の日をもって役員

退職慰労金制度を廃止し、その時

点での引当金残高を全額取り崩し

た。当中間期末未払額については

未払金に含めており、その支払は

役員および執行役員の退任時とし

ている。

(4)役員退職引当金

 役員および執行役員の退職慰労

金の支払に備えるため、退職慰労

金支給基準に基づく算出額を引き

当てている。

(5)   ―――――― (5)環境対策引当金

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

適正な処理の推進に関する特別措

置法」により、今後発生が見込ま

れるＰＣＢ廃棄物の処理費用の支

払に備えるため、その所要見込額

を計上している。

(5)環境対策引当金

      同左

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっている。

なお、先物為替予約取引のうち振

当処理の要件を満たす為替予約取

引については、外貨建金銭債権債

務等に振当処理を行っている。

５ ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

       同左

５ ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

       同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…先物為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債

務、外貨建予定取引

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

      同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

      同左

(3)ヘッジ方針

為替変動リスクを回避するた

め、実需に基づいた範囲内で先物

為替予約取引を行なっており、投

機的な手段としてはこれを行なわ

ない。

(3)ヘッジ方針

     同左

(3)ヘッジ方針

       同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジの手段とヘッジ対象のキ

ャッシュ・フローの固定化・変動

の回避との相関関係が継続的に存

在することを確認している。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

   消費税および地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用して

いる。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

同左

６ その他財務諸表作成のための重

要な事項

  消費税等の会計処理について

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適

用している。これにより税引前中

間純損失は107百万円増加してい

る。

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除している。

 (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等)  

 当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号)および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号)を適用し

ている。これによる損益に与える

影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は131,207百万

円である。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成している。 

 

 (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号)を適用してい

る。これにより営業利益、経常利

益、税引前中間純利益および中間

純利益は、それぞれ45百万円減少

している。 

 

 (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間より「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）および

「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準第７号）

ならびに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響は

ない。

  当期より固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用している。これに

より税引前当期純利益は107百万

円少なく計上されている。

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき当該各資産の金額から直接控

除している。



表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表）

 前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めてい

た「未収入金」（前中間会計期間末5,259百万円）は、

当中間会計期間末において金額が資産の総額の100分の

５を超えたため、独立科目として区分掲記することに変

更している。

      ――――――――――――――

                       



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

60,481百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

61,824百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

60,792百万円

 

 

２ 偶発債務

(1)従業員の金融機関からの借入

金について債務保証を行って

いる。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

(2)金融機関に売却した下記の会

社に対する延払債権が債務不

履行となった場合の買取保証

を行っている。

㈲コーケン 9百万円

(3)下記の会社の金融機関からの

借入金について債務保証を行

っている。

N.V. 

Sumitomo 

Bakelite 

Europe S.A.

550百万円

(4百万ユー

ロ)

 

 

２ 偶発債務

(1)従業員の金融機関からの借入

金について債務保証を行って

いる。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

(2)   ―――――― 

 

 

 

(3)下記の会社の金融機関からの

借入金について債務保証を行

っている。

N.V. 

Sumitomo 

Bakelite 

Europe S.A.

605百万円

(4百万ユー

ロ)

 

 

２ 偶発債務

(1)従業員の金融機関からの借入

金について債務保証を行って

いる。

    従業員

    (住宅資金融資)
1百万円

(2)金融機関に売却した下記の会

社に対する延払債権が債務不

履行となった場合の買取保証

を行っている。

㈲コーケン 3百万円

(3)下記の会社の金融機関からの

借入金について債務保証を行

っている。

N.V. 

Sumitomo 

Bakelite 

Europe S.A.

577百万円

(4百万ユー

ロ)

(4)当社の半導体封止用エポキシ

樹脂成形材料を使用した一部

のＩＣパッケージ内でショー

トが発生するというクレーム

に関連して米国で提起された

１件の訴訟において、Royal 

Philips Electronicsおよび

その関連会社が被った損害の

一部に関し、当社および当社

の子会社(以下「当社」)に責

任があるとして、約14百万米

ドルの支払いを命ずる第一審

判決が平成16年12月に下され

た。当社はこの判決を不服と

して、平成17年１月に控訴し

た。

  (4)   ―――――― (4)   ――――――      

※３ 消費税等の取扱い

「仮払消費税等」および「仮

受消費税等」は相殺のうえ流

動資産の「その他」に含めて

表示している。

※３     同左 ※３   ――――――

※４   ―――――― ※４ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理している。な

お、当中間期末日が金融機関

の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末

残高に含まれている。

受取手形 617百万円

支払手形 137 〃

※４   ――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち受取利息

171百万円

※１ 営業外収益のうち受取利息

113百万円

※１ 営業外収益のうち受取利息

337百万円

※２ 営業外費用のうち支払利息

267百万円

※２ 営業外費用のうち支払利息

155百万円

※２ 営業外費用のうち支払利息

529百万円

 

 

※３ 特別利益の内訳

固定資産売却益

 土地 367百万円

 その他 0  〃

合計 367百万円

ゴルフ会員権売

却益
10百万円

 

 

※３ 特別利益の内訳

固定資産売却益

 その他 11百万円

合計 11百万円

投資有価証券売

却益
87百万円

関係会社株式売

却益
988百万円

※３ 特別利益の内訳

固定資産売却益

 土地 367百万円

 その他 0 〃  

 合計   368百万円

投資有価証券売

却益
ゴルフ会員権売
却益

0百万円

10百万円

 

※４ 特別損失の内訳

固定資産売却及 

び処分除却損失

 機械装置 111百万円

 撤去費用 88 〃

 その他 22 〃

合計 221百万円

投資有価証券評 

価損失
0百万円

事業買収関連費

用
24 〃

訴訟関連費用 6,293 〃

 訴訟関連費用の内訳は以下

のとおりである。

 和解金 8,292百万円

 弁護士費用等 1,663 〃

 保険金 △3,662 〃

合計 6,293百万円

減損損失 107 〃

 当社は、当中間会計期間にお

いて以下の資産について減損損

失を計上した。

用途 場所 種類 減損損失

遊休 
資産

栃木県 
那須郡

土地 4百万円

秋田県 
雄勝郡

土地 9 〃

秋田県 
湯沢市

土地 94 〃

合計 107百万円

 

※４ 特別損失の内訳

固定資産売却及

び処分除却損失

 建物 11百万円

 機械装置 35 〃

 その他 15 〃

合計 61百万円

投資有価証券評

価損失
0百万円

関係会社株式評

価損失
1,370 〃

事業買収関連費

用
2 〃

※４ 特別損失の内訳

固定資産売却及 

び処分除却損失

 建物 23百万円

 機械装置 215 〃

 撤去費用 74 〃

 その他 31 〃

合計 344百万円

投資有価証券評 

価損失
99百万円

関係会社株式評 

価損失
1,579 〃

ゴルフ会員権評

価損失
0 〃

事業再建関連費

用
40 〃

事業買収関連費

用
24 〃

訴訟関連費用 5,520 〃

訴訟関連費用の内訳は以下
のとおりである。

和解金 10,521百万円

弁護士費用等 2,110 〃

保険金 △7,111 〃

合計 5,520 〃

減損損失 107 〃

当社は、当期において以下の
資産について減損損失を計上し
た。

用途 場所 種類 減損損失

遊休
資産

栃木県 
那須郡

土地 4百万円

秋田県 
雄勝郡

土地 9 〃  

秋田県 
湯沢市

土地 94 〃 

合計 107百万円



 
  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

１ 自己株式の株式数増加の内訳は、単元未満株式の買取による増加49,680株および平成18年５月30日の取締 

  役会決議に基づく買付による増加2,900,000株である。 

２ 自己株式の株式数減少の内訳は、単元未満株式の売却による減少1,439株である。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社は、事業用資産について

は事業の種類別セグメントを基

礎として、遊休資産については

個別の物件を基礎としてグルー

ピングしている。このうち、市

場価格が著しく下落した遊休資

産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失107百万円として特

別損失に計上した。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額に合

理的な調整を行うことにより算

定している。

 当社は、事業用資産について

は事業の種類別セグメントを基

礎として、遊休資産については

個別の物件を基礎としてグルー

ピングしている。このうち、市

場価格が著しく下落した遊休資

産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失107百万円として特

別損失に計上した。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額に合

理的な調整を行うことにより算

定している。

環境対策引当金

繰入額
56百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,569百万円

無形固定資産 166 〃

合計 1,736百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,565百万円

無形固定資産 152 〃

合計 1,717百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 3,301百万円

無形固定資産 337 〃

合計 3,639百万円

※６ 中間期に係る納付税額及び法

人税等調整額

中間期に係る納付税額およ

び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分

による固定資産圧縮積立金の

積立ておよび取崩しを前提と

して、当中間期に係る金額を

計算している。

※６ 中間期に係る納付税額及び法

人税等調整額

中間期に係る納付税額およ

び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している固定資産

圧縮積立金の積立ておよび取

崩しを前提として、当中間期

に係る金額を計算している。

※６   ――――――

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 291,672 2,949,680 1,439 3,239,913



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

8 4 3

工具器具備品 337 183 154

その他 
 (ソフトウェア)

69 62 6

合計 415 250 164

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

2 2 0

工具器具備品 408 209 198

その他 
 (ソフトウェア)

70 63 6

合計 481 275 206

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

2 1 1

工具器具備品 342 183 159

その他 
 (ソフトウェア)

69 59 10

合計 415 244 170

②未経過リース料中間期末残高相

当額等

 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 87百万円

１年超 92 〃

合計 180百万円

②未経過リース料中間期末残高相

当額

  

 

１年以内 99百万円

１年超 125 〃

合計 224百万円

②未経過リース料期末残高相当額

 

 

１年以内 90百万円

１年超 98 〃

合計 189百万円

③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 50 〃

支払利息相当額 28 〃

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 

 

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 47 〃

支払利息相当額 24 〃

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 

 

支払リース料 139百万円

減価償却費相当額 93 〃

支払利息相当額 47 〃

④減価償却費相当額及び支払利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

④減価償却費相当額及び支払利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

支払利息相当額の算定方法

     同左

④減価償却費相当額及び支払利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

支払利息相当額の算定方法

     同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 8百万円

１年超 0 〃

合計 8百万円

２     ―――――― ２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 3百万円

１年超 ― 〃

合計 3百万円

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

はない。



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(当中間会計期間) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(前事業年度) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

種類

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 9,701 11,249 1,548

合計 9,701 11,249 1,548

種類

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 10,276 10,495 219

合計 10,276 10,495 219

種類

前事業年度末(平成18年３月31日現在)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 10,276 12,216 1,940

合計 10,276 12,216 1,940



(１株当たり情報) 

             

 
  

１株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 447.13円 499.62円 489.94円

１株当たり中間(当期)純利益 1.85円 12.84円 33.68円

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
― 11.85円 30.67円

 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益について

は、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しな

いため記載していない。

―――――― 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益 439百万円 3,120百万円 8,098百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 90百万円

(うち利益処分による役員賞

与金)
― ― 90百万円

普通株式に係る 

中間(当期)純利益
439百万円 3,120百万円 8,008百万円

普通株式の期中平均株式数 237,421千株 242,990千株 237,778千株

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 ― 2百万円 137百万円

(うち支払利息 

(税額相当額控除後))
― 0百万円 131百万円

普通株式増加額 ― 20,624千株 27,786千株

(うち転換社債) ― 20,624千株 27,786千株

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

転換社債１銘柄 

潜在株式の数28,188千株 

 

平成６年９月５日発行の

第６回無担保転換社債(転

換価格716円、資本組入額

358円)に係る潜在株式で

ある。

―――――― ――――――



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     ―――――― １ 当社は、平成18年10月31日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である筒中プラスチック工

業株式会社（以下「筒中プラスチ

ック」）との事業統合を実施する

ため、当社が筒中プラスチックの

発行する株式の全部（筒中プラス

チックが保有している自己株式を

除く）を公開買付けおよび株式交

換により取得し完全子会社とし、

その後しかるべき時期に筒中プラ

スチックを吸収合併することにつ

いて決議し、同社と同日付で合意

書を締結した。 

 これを受けて、当社は買付価格

を１株につき535円、買付期間を11

月１日から12月７日（37日間）と

して筒中プラスチック株式の公開

買付を実施した。

(1)筒中プラスチック工業株式会社

の概要

①事業内容 

 各種プラスチックシートの製

造・販売およびシート防水工事 

②資本金の額 

 10,063百万円

(2)取得の時期 

 平成18年12月14日 

 （決済開始日）

(3)取得した株式の数 

 16,591,942株

(4)取得価額 

 9,000百万円

(5)取得後の持分比率 

 90.69％

(6)取得に要した資金の内訳 

 自己資金

  更に、当社および筒中プラスチッ

クは、以下の日程で、当社を完全

親会社、筒中プラスチックを完全

子会社とする株式交換を実施する

予定である。 

 平成18年12月下旬 

  株式交換契約書承認取締役会 

  株式交換契約書締結 

 平成19年３月末 

  効力発生日

 当社は、平成18年５月30日開催の

取締役会において、会社法第165条

第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づ

き、自己株式の取得を決議した。

 (1)取得の理由

機動的な資本政策の遂行を可能

とするため。

 (2)取得の内容

 ①取得する株式の種類

  当社普通株式

 ②取得する株式の総数

  2,900千株

 ③取得価額の総額

  3,091百万円(上限とする)

 上記決議に基づき、平成18年５月

31日に東京証券取引所のＴｏＳＴＮ

ｅｔ－２（終値取引）による買付を

行い、2,900千株を3,091百万円で取

得した。



 

  

(2) 【その他】 

  （中間配当） 

平成18年11月８日開催の取締役会において、会社法第454条第５項の規定に基づく中間配当を次のと

おり行う旨決議した。 

 
  

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     ―――――― ２ 当社は、平成18年10月１日付

で、当社の持分法適用関連会社で

あるアプコ株式会社の当社保有株

式の全数を三菱化学株式会社へ譲

渡する内容の株式譲渡契約を締結

し、同年10月２日付で譲渡を終え

合弁事業を解消した。

(1)アプコ株式会社の概要

①事業内容 

 合成樹脂成形材料の製造・販売 

②資本金の額 

 350百万円 

③会社との取引内容 

 同社製品の一部を購入してい

る。

(2)売却した株式の数 

 1,437株

(3)売却価額 

 1,475百万円

(4)売却益の金額 

 1,402百万円

     ――――――

中間配当の総額 1,969,593,608円

１株当たりの中間配当額 ７円50銭

支払開始日 平成18年12月８日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第115期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局

長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２ならびに同第７号の２の規定に基づ

き、平成18年10月31日関東財務局長に提出 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成18年６月15日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項なし。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

住友ベークライト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友ベークライト株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、住友ベークライト株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準

を適用している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河   合       寬  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富   永   貴   雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   林   雅   彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月15日

住友ベークライト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友ベークライト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、住友ベークライト株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.（重要な後発事象）１.に記載されているとおり、会社は平成18年10月31日開催の取締役会において、

連結子会社である筒中プラスチック工業株式会社を公開買付及び株式交換により完全子会社とし、その後同

社を吸収合併することについて決議し、同社と同日付で合意書を締結した。会社はこれを受けて同社株式の

公開買付を実施した。 

２.（重要な後発事象）２.に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で持分法適用関連会社で

あるアプコ株式会社の会社保有株式の全数を三菱化学株式会社へ譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河   合       寬  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富   永   貴   雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   林   雅   彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

住友ベークライト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友ベークライト株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第115期事業年度の中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、住友ベークライト株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適

用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河   合       寬  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富   永   貴   雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   林   雅   彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月15日

住友ベークライト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友ベークライト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第116期事業年度の中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、住友ベークライト株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

１.（重要な後発事象）１.に記載されているとおり、会社は平成18年10月31日開催の取締役会において、

連結子会社である筒中プラスチック工業株式会社を公開買付及び株式交換により完全子会社とし、その後同

社を吸収合併することについて決議し、同社と同日付で合意書を締結した。会社はこれを受けて同社株式の

公開買付を実施した。 

２.（重要な後発事象）２.に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で持分法適用関連会社で

あるアプコ株式会社の会社保有株式の全数を三菱化学株式会社へ譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河   合       寬  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富   永   貴   雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   林   雅   彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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